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1. 効果の測定、評価手法 

本事業の効果の測定、評価にあたっては、環境省の『「環境と経済の好循環のまちモデ

ル事業」の評価手法に関する基本的ガイドライン』（以下、『ガイドライン』という）に

もとづき、以下のような手法を構築した。そして平成17年度から21年度まで、同じ手法

により測定、評価を継続している。 

本報告書では、平成 21年度 1年間の測定結果とその評価を記すとともに、本事業の総

括として平成19～21年度の測定結果平均値とその評価もあわせて行った。 

 

 

 

2. 影響構造図 

2-1. 公共施設省エネ改修の影響構造図 

公共施設省エネ改修事業により、以下のような影響（効果）が期待される。 

(1) 直接的な環境保全効果 

公共施設の省エネ化を実現することで、エネルギー消費にともなう環境負荷（CO2排出

等）が低減される（図1-1 c）。 

(2) 直接的な経済効果 

市にとっては、省エネにより光熱費を削減することができる（図1-1 d）。 

また市から改修工事を発注することにより、省エネ改修を行う工事業者や省エネ設備メ

ーカーの売上増となり、省エネ関連部門に経済効果が生まれる（図1-1 a）。 

(3) 間接的な効果 

市が率先して省エネ改修を行い、省エネ効果の実証データを分析・公表することで、工

事業者やメーカーに省エネ技術が蓄積される。このような技術蓄積に加えてソフト事業で

普及啓発を行うことで、市内で省エネビジネスが普及する（図1-1 b・e）。 

これにより、市内民間事業所や集合住宅等において省エネ改修や省エネ型の新規ビル建

設が促進され、民間事業所からのCO2排出等環境負荷が低減される（図1-1 f）。 

また経済面でも、市内企業や集合住宅等の光熱費負担が節減され市内経済の活性化につ

ながる（図1-1 g）。 

(4) その他の効果 

市内でこのような事業が実施されることや、市が行う普及啓発により、市内企業関係者

その他の市民に「省エネはビジネスチャンスである」という意識が醸成される（図 1-1 

h）。 



図1-1 公共施設の省エネ改修事業の影響構造図 
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2-2. スーパーエコハウス建設の影響構造図 

スーパーエコハウス建設事業により、以下のような影響（効果）が期待される。 

(1) 直接的な環境保全効果 

一般的な工法で建設した場合と比較して、スーパーエコハウスは環境負荷（CO2排出

等）が大幅に少なく、これを太田まほろば事業にともなう直接的な環境保全効果とした

（図1-2 c）。 

(2) 直接的な経済効果 

市にとっては、省エネにより光熱費を削減することができる（図1-2 d）。 

また市からスーパーエコハウス建設工事を発注することにより、工事業者や省エネ設備

メーカーの売上増となり、省エネ型住宅建設に関わる部門に経済効果が生まれる（図 1-2 

a）。 

(3) 間接的な効果 

スーパーエコハウスに導入した技術内容と省エネ効果の実証データを分析・公表するこ

とで、工事業者やメーカーに省エネ技術が蓄積され、省エネ設計・施工の提案が可能とな

る。このような技術蓄積に加えてソフト事業で普及啓発を行うことで、市民が建設する住

宅において省エネ配慮設計への需要が高まり、省エネ住宅が普及する（図1-2 b・e）。 

これにより、市内に省エネ住宅建設や省エネ改修が普及し、住宅からの CO2排出等環境

負荷が低減される（図1-2 f）。 

また経済面でも、市内企業の光熱費負担が節減され市内経済の活性化につながる（図

1-2 g）。 

(4) その他の効果 

市内でこのような事業が実施されることや、市が行う普及啓発により、市民に「省エネ

は環境保全だけでなく家計にも役立つ」という意識が醸成される（図1-2 h）。 

またスーパーエコハウスを拠点とし、モデル設備から得られるデータの研究や実物教材

を通じた普及啓発を行う環境団体の育成を図る（図1-2 h）。 

 



 

図1-2 スーパーエコハウスの影響構造図 
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2-3. 高効率給湯器モニター事業の影響構造図 

モニター家庭に高効率給湯器を設置する高効率給湯器モニター事業により、以下のよう

な影響（効果）が期待される。 

(1) 直接的な環境保全効果 

設置した家庭のエネルギー消費量を削減することで環境負荷（CO2排出等）が低減され

る（図1-3 c）。 

(2) 直接的な経済効果 

設置家庭にとっては、省エネにより光熱費を削減することができる（図1-3 d）。 

また、機器・工事を発注することにより、省エネ改修を行う工事業者や省エネ設備メー

カーの売上増となり、省エネ関連部門に経済効果が生まれる（図1-3 a）。 

(3) 間接的な効果 

太田まほろば事業での設置工事を行った企業には実績が蓄積されるとともに、市が省エ

ネ効果の実証データを分析・公表することで、営業活動が活発化することが期待される

（図1-3 b・e）。 

また、市民家庭に対する実証的な普及啓発活動を行うことで市民の関心も高まる（図

1-3 f）。 

これらの結果、太田まほろば事業終了後にも継続的に普及が進むと考えられ、高効率給

湯器に関連したビジネスが活性化するとともに、市内家庭の光熱費削減が進み、同時に環

境負荷（CO2排出等）も低減される（図1-3 g・h・i）。 

(4) その他の効果 

このような展開をモデルとし、市が積極的な普及啓発を行うことで、市内企業関係者そ

の他の市民に「省エネはビジネスチャンスである」という意識が醸成される（図 1-3 j）。 

 

 



 

図1-3 高効率給湯器モニター事業の影響構造図 
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3. 効果測定分類表 

各事業について、表 1-1のように効果を分類した。ただし今年度も昨年度と同様ソフト

事業は実施しなかったため、ソフト事業の効果は測定していない。一方、平成 19-21年度

に実施した波及事業について、ハードの導入にともなう効果を測定対象とした。 

表1-1 効果測定分類表 

   

事   業   名 

効   果   種   別 

環境保全効果 経済活性効果 その他効果 

直接 間接 直接 間接  

ハ 

ー 

ド 

事 

業 

平 総合健康センター・保健センター省エネ改修 ○ ○ ○   

成 学習文化センター省エネ改修 ○ ○ ○   

16 清掃センター管理棟省エネ改修 ○  ○   

年 浜町保育園への小型ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入 ○ ○ ○   

度 スーパーエコハウス建設 ○ ○ ○   

 太田市役所本庁舎省エネ改修 ○ ○ ○   

平 休泊行政センター省エネ改修 ○  ○   

成 尾島総合支所省エネ改修 ○  ○   

17 新田総合支所省エネ改修 ○  ○   

年 藪塚本町文化ホール・図書館省エネ改修 ○  ○   

度 小中学校への小型ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入 ○ ○ ○   

 本島総合病院天然ガス高効率ボイラー導入 ○ ○ ○   

 家庭用高効率給湯器モニター事業 ○ ○ ○   

平 高齢者総合福祉センター省エネ改修 ○  ○   

成 藪塚本町介護老人保健施設省エネ改修 ○  ○   

18 新田図書館省エネ改修 ○  ○   

年 浄水場取水ポンプの省エネ改修 ○  ○   

度 家庭用高効率給湯器モニター事業 ○ ○ ○   

ソフト 

事業 
普及啓発事業（平成19-21年度は実施せず）      

その他 波及事業（ハード導入をともなうもの） ○  ○   
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4. 環境保全効果の測定方法 

4-1. 公共施設省エネ改修によるCO2排出量削減効果 

省エネ改修前の一定期間（原則として 3年間）のエネルギー消費量をエネルギー種別ご

とに算出し、基準値とした。次に、改修後のエネルギー消費量として、本年度および平成

19-21年度の 3年間平均（一部施設では平均を取る期間が多少異なる）のエネルギー消費

量を、同様にエネルギー種別ごとに算出した。 

そして、改修前と改修後それぞれについて、エネルギー種別ごとの CO2排出係数（第Ⅲ

章表3-1）を乗じてCO2排出量を算出し、その差をもってCO2排出削減量とした。 

なお、実際に対象施設で使用されているエネルギー種別は、電気・都市ガス・LPガ

ス・灯油・重油（A重油）である。 

 

4-2. スーパーエコハウス建設によるCO2排出量削減効果 

スーパーエコハウスは本事業で新規に建設するものであり、本事業以前のエネルギー消

費量が存在しないため、類似施設の CO2排出量からの類推で基準値を定めることとした。

そして具体的な類似施設として、地区行政センターを対象とした。ただし比較に適さない

施設は除外している。 

類推の方法は: 

① スーパーエコハウスの計測期間と同じ期間のエネルギー消費量データを計測し、 

② 3-1.と同じ方法で①をCO2排出量に換算し、 

③ ②を当該施設の床面積で除して単位床面積あたりCO2排出量を算出し、 

④ 対象とする全行政センターの③の単純平均値を単位床面積あたりの基準値とし、 

⑤ ④にスーパーエコハウスの床面積を乗じてCO2排出量基準値とした。 

 

また、スーパーエコハウスでは太陽光発電を行っているが、これは本事業の対象外で設

置したものなので本事業の効果には加えず、参考値として別記した。 

 

4-3. 高効率給湯器モニター事業によるCO2排出量削減効果 

モニター事業開始前の CO2排出量については、一般家庭では複数年のデータを得ること

が難しいと考えられるため、直前 1年間の月別電気・ガス・灯油等消費量データの提供を

求め、これを基準値とした。 

次に事業実施後 3年間にわたって、月別電気・ガス・灯油等消費量データを毎年度前期

分・後期分の2回報告していただき、これを事業実施後のエネルギー消費量とした。 

そして、3-1.と同様に、エネルギー消費及びCO2排出の削減量を算出した。 
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4-4. 波及事業によるCO2排出量削減効果 

影響構造図の中には、省エネビジネス・省エネ住宅の普及にともなう環境保全効果が示

されている（図 1-1 f、1-2 f、1-3 h）が、これらの効果を計測することは困難であった。 

一方、本事業から波及した事業として第Ⅱ章に示す事業を実施しており、その一部（第

Ⅱ章 1-6.～1-8.に示した事業）は効果の定量的な計測が可能であった。そこで、これら

事業のCO2排出の削減量を算出し、環境保全効果に加えた。 

 

4-5. 間接効果の測定方法 

「ガイドライン」に示された間接効果のうち、太田まほろば事業の評価にあたり測定す

べきものは、都市ガスの製造時に排出されるCO2排出量である。 

そこで、都市ガスの間接効果による CO2排出係数を排出係数の表（第Ⅲ章表 3-1）に記

載し、CO2排出量削減効果の算出の際に間接効果として加算することとした。 

 

4-6. 総括表の作成 

以上のように算出したCO2排出量は「ガイドライン」に定める様式にまとめた。 

また、個別施設ごとの CO2排出削減目標値と実際の削減量を比較する一覧表も作成した。 
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5. 経済活性化効果の測定方法 

5-1. 太田市（行政）にとっての経済活性化効果 

太田市にとっての経済活性化効果としては、省エネにともなう光熱費節減効果が測定対

象となる（図1-1・図1-2の d）。したがって、3-1・3-2で算出したエネルギー源ごとの

消費量増減に単価を乗じて合計金額を算出することとする。 

「ガイドライン」では間接効果として、上記節減額の再投資効果も計測対象となってい

るが、行政改革等により行政経費の削減が厳しく求められていることから、再投資は想定

しないこととする。 

算出にあたっては、既存施設での削減金額を積算し、スーパーエコハウスについては新

設施設であることから光熱費削減効果としては算入しないこととした。 

基本料金の削減効果にも意味があるので、金額ベースで導入前と 21年度を比較するこ

とを原則とした。ただし清掃センターについては特定の電気回路での削減効果であるため、

金額についても削減電力量に電力量単価を乗じて金額を算出した。また本島総合病院につ

いては、ボイラーに設置したガスメータの計測値にガス単価を乗じて算出している。 

電力単価、ガス単価については年度ごとに変動がある。これについて一律の基準単価の

下で比較する手法と、毎年度の実際の単価の下で比較する手法が考えられる。当初立案し

た計画との比較を行う上では一律の基準単価にもとづく手法が優れているが、現実に価格

が変動している以上、実際の経済効果は毎年の単価変動によっても影響を受ける。本事業

では後者の、毎年度の実際の単価にもとづく評価手法を採用した。 

 

 

5-2. 工事業者やメーカーにとっての経済活性化効果 

「ガイドライン」では設備導入時の効果と運用時（維持管理）の効果に分けて検討する

こととなっている。 

設備導入時の経済効果としては、市からの発注金額が工事業者等の売上増＝経済効果と

して計上される（直接効果）。 

一方運用時については、メンテナンス費等市から発注する維持管理費が省エネ改修前と

大差なく、スーパーエコハウスの諸設備も通常の住宅設備に準ずると考えられるので、運

用時の効果は計上しないこととする。 
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5-3. 波及事業にともなう経済活性化効果 

波及事業のうち環境保全効果を計測した事業（第Ⅱ章 1-6.～1-8.に示した事業）につ

いて、経済活性化効果も以下のように計測した。 

(1) 工事業者等にとっての経済活性化効果 

これは、影響構造図中、図1-1～1-2のe、および図1-3のgに相当する効果である。 

波及事業の効果として測定できたのは、第Ⅱ章 1-6.～1-8. に記した家庭用機器の設置

台数だったので、これらについて標準的な導入費用を想定し、設置台数を乗ずることで発

注金額を推計する。そしてこの金額を省エネ関連事業の売上増として経済活性化効果に算

入する。 

(2) エネルギー消費者（市民・市内企業等）にとっての経済活性化（光熱費節減）効果 

これは、影響構造図中、図1-1～1-2のg、および図1-3のiに相当する効果である。 

 (1) の家庭用機器の設置台数に対して、本事業で計測した 1台あたり光熱費削減効果

を乗ずることで、エネルギー消費者の光熱費節減効果を算出し、経済活性化効果に算入す

る。 

 

 

 

 

 

 

6. その他の効果の測定および総合評価 

上記以外の効果については測定を行わなかった。 

総合評価については、平成 17～20年度に行ってきた方法により、所定の表に記載した。 
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1. 波及事業の実施状況 

「環境と経済の好循環のまちモデル事業」から波及して、太田市が平成 19～21年度に

取り組んだ、地球温暖化防止関連事業について、その実施状況は以下のとおりであった。 

 

 

1-1. 太田こども環境ISO（こども課） 

 「太田こども環境 ISO」は幼児期からの環境教育・環境学習の推進、並びに幼稚園・保

育園における環境管理を一体的に推進し、環境活動の普及を図ることを目的とした太田市

独自のプログラムで、55園が環境教育に取り組んでいる。取り組みを始めてから 5年が

経過し、年々環境に対する意識が高まっており、各園熱心な取り組みの様子が報告されて

いることから、環境教育の定着が伺える。 

 

 

                                                                                           

 《木崎町幼稚園の日除け用グリーンカーテン》 《末広保育園で環境ISO集会をしている様子》 

 

 



第Ⅱ章 波及事業の実施状況 

 - 15 -

1-2. 学校ＩＳＯ（学校指導課） 

  太田市教育委員会と学校は、ISO14001の理念に基づく環境教育を推進し、教職員及び

児童生徒が環境問題についてよく理解し、環境に配慮した活動を積極的かつ継続的に行

えるようにすることで、地球環境の保全や改善に資することができるようにすることを

目的として取組みを進めている。 

  また、本活動を通して、児童生徒の保護者や地域住民も含めたすべての人々が環境問

題を理解し、環境に配慮できるようにすることも目的としている。 

  学校ＩＳＯ14001の主な活動（４つの柱）は、以下のとおりである。 

  ①日常の生活等における環境活動（エコ） 

    ②授業における環境教育（教育） 

    ③学校の環境設備の管理（設備） 

    ④保護者の実態把握と啓発活動（啓発） 

 

  

 富士重工ゼロエミッション科の協力授業(小学 5年生) 環境活動委員の発表（リサイクル・ゴミ分別）(小学校) 

 

 

市内全中学校で実施する尾瀬学校（Ｈ20 年度より） 
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1-3. 環境を守ろうポスター・作文・標語コンクール 

平成 21年度は、11月 8日の環境フェアーにて金賞及び銀賞受賞者の表彰並びに入

賞作品の展示を行った。 

【出品状況】 

部門別 

ポスター 作  文 標 語 

合  計 小学生 

(低学年) 

小学生 

(高学年) 
中学生 

小学生 

(5,6年生) 
中学生 一 般 

応募総数 583 1,391 1,792 788 1,873 1,066 7,493 

入賞作品数 24 24 17 24 12 19 120 

 

 

 

1-4. 環境フェアーの開催（太田市産業環境フェスティバル・消費生活展） 

    環境にやさしい暮らしと社会づくりを広く市民にアピールし、環境に対する関心

を高めていくため、環境フェアー実行委員会構成団体の日頃の環境活動や成果を発

表するほか、来場者参加型のクイズ、体験コーナー、ソーラートレイン、ソーラー

カー等を設け、見学だけではなく体で環境を体験できるようなイベントを開催した。

来場者数は、約 30,000人。 

  

【主催】 

太田市 

太田市環境フェアー実行委員会 

26団体 

【共催】 

太田市産業環境フェスティバ

ル・消費生活展実行委員会 

【開催日】 

平成20年11月9日（日） 

【会場】 

太田新田文化会館・総合体育館 

（エアリス）他 

 

 
 

ソーラーカー体験（TERRA-SUNS） 
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1-5. 視察対応 

 スーパーエコハウスの利用人数 平成19年度 69回 1,086名 

 平成20年度 110回 1,457名 

 平成21年度 123回 1,645名 

  3年間合計 302回 4,188名 

 （平均 101会 1,396名） 

  

主な参加者は以下のとおり: 

・衆議院議員 

・全国の都道府県、市町村議会の視察（北海道～鹿児島） 

  ・ＮＨＫ取材、民法放送局取材 

  ・各新聞社取材 

  ・各雑誌取材 

  ・教育関係者、学生 

・各地経済同友会、銀行、企業 

  ・米ハワイ州ホノルル市、中国栄口市、韓国ＴＶ 
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1-6. 太田市太陽光発電システム導入促進事業奨励金 

補助金額を、1kWあたり4万円（上限4kW24万円）として、以下の件数を交付した。 

・平成19年度 144件 488.39 kW 

・平成20年度 195件 653.16 kW 

・平成21年度 157件 585.24 kW （平成２１年９月で予算上限により締切り） 

 3年間合計 496件 1,726.79kW 

（ 平 均 165件 575.60kW ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＰａｌＴｏｗｎ城西の杜 

 

 

 

 

 

 

1-7. 省エネルギー機器等設置費補助金 ～おおたＥＣＯＥＣＯ大作戦～ 

（ＮＥＤＯと東京電力と協同実施） 

  ・平成19年度 エコキュート 101件設置 

・平成20年度 太田省エネ講演会実施 

  ・平成21年度 太田省エネ講演会実施 
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1-8. 太田市省エネルギー機器設置補助金 

 

  ・平成21年度 高効率給湯器 101件設置（6月の申込日の午前中で予算上限） 

 

 

 

1-9. その他 

・太田市ホームページ掲載 毎年 

・太田市環境白書に掲載 毎年 

・地球温暖化防止県・市町村連絡会議研修会で事例発表 平成19年度 

・群馬県ストップ温暖化大作戦ＣＯ2削減「一村一品」プロジェクト応募 平成19年度 

・太田市地域新エネルギービジョンに掲載 平成19年度 

・太田市地域新エネルギービジョン～次世代エネルギーパーク構想～に掲載 平成 20

年度 

・大学生高校生インターンシップ、中学生職場体験事業 平成20・21年度 

・第11回ぐんま環境＆森林フェスティバルへ参加 平成21年度 

・電気自動車実証実験事業（富士重工業㈱協同事業） 平成21年度 

 

 

 

 

 

 

電気自動車 

プラグイン ステラ 

 

 

・21世紀環境共生型住宅のモデル整備による建設促進事業(環境省補助事業)平成21年度 

 

              太田市エコハウス（２１世紀環境共生型住宅） 
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1. 公共施設等省エネ改修によるCO2排出量削減効果 

1-1 効果算出手法 

効果の測定方法の概要は第Ⅰ章に示したとおりであるが、具体的には以下のような手順

で算出した。 

(1) 算出の枠組み 

公共施設省エネ改修による CO2排出量削減効果の算定に当たっては式 3-1を用いた。そ

の際、モデル事業開始前の CO2排出量については原則として事業以前の 3年度平均値を用

いることとしたが、それができない場合にはそれに準ずる方法を用いた。 

式3-1 公共施設省エネ改修によるCO2排出量削減効果算定式 

CO2削減量＝モデル事業開始前のCO2排出量（基準排出量）－モデル事業開始後のCO2排出量 

 

(2) 排出係数 

電気の CO2排出係数は各年度ごとの電源構成比によって変化するものであり、またガス

についても成分変更があれば変化する（実際、平成 18年 2月に太田都市ガスの成分変更

があった）。 

一方、本事業における CO2排出量削減効果を算出するうえでは、年度ごとに異なる排出

係数を用いるよりも統一した排出係数のもとで経年変化を算定する方が望ましい。 

そこで、本事業の効果算定において電気・都市ガス・LPガス・灯油・重油（A重油）の

CO2排出量は表3-1に示した値で統一することとした。 

平成16年度の本事業報告においては平成15年度に策定した太田市地域新エネルギービ

ジョンで定めた係数を用いたが、平成 17年度からは環境省令等に定める表 3-1の値を用

いることとした。 

表3-1 本事業の効果算定において使用するCO2排出係数 

種  類 CO2排出係数 備     考 

電気 0.555 kg-CO2/kWh 環境省令に定める値 

 〃 （参考値） 0.381 kg-CO2/kWh 事業開始時の目標値算出に用いた係数 

都市ガス 2.080 kg-CO2/m
3 環境省令に定める値 

都市ガス（製造時） 0.1688 kg-CO2/m
3 都市ガス製造時に排出される間接排出量※1 

LPガス 3.000 kg-CO2/kg 環境省令に定める値、密度は2.07kg/m3とする 

灯油 2.489 kg-CO2/L 環境省令に定める値 

A重油 2.710 kg-CO2/L 環境省令に定める値 

※1 16年度報告書第Ⅴ章2-3（p.40）より 
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(3) 丸め誤差に関する注意事項 

各数値の計算過程および最終的な評価数値は、それぞれ適当な桁数で四捨五入して記載

した。したがって表中において縦・横の合計値が表に記された合計値と一致しない場合や、

表で算出したエネルギー消費量に CO2排出係数を乗じた値と表内の CO2排出量の値が一致

しない場合がある（下一桁に差が生じる）。また、資料編に掲載した月別排出量の合計値

と、本章に掲載した年間排出量に関しても、同じ理由で一致しない場合がある。 
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1-2 総合健康センター・保健センターの算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で総合健康センター・保健センターに導入した技術は、表 3-2に示したものであ

った。そして、導入前 3年間のデータと、平成 21年度データを比較したのが表 3-3であ

る。 

この表からわかるように、平成 21年度における削減量は直接効果で約 82 [t-CO2]、間

接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えて約 86 [t-CO2]であり、導入前に対する削減

率は15.5％（間接効果を含む）となった。目標達成率は90％である。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率15.1％（間接効果を含む）、目標達成率88％である。 

目標を下回った原因としては、プール水質に対する利用者からの苦情があり、ろ過ポン

プのインバータ制御をはずして長時間のろ過を行なっていることが考えられる。 

 

表3-2 総合健康センター・保健センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ガスエンジンコジェネレーションシステム 発生熱を暖房・給湯に使用 

(2) ガスヒートポンプ・電気ヒートポンプの最適

制御による高効率空調システムの導入 

既存の集中式冷暖房設備を廃止し、高効率のエアコン

（ガス式・電気式）を室ごとに導入 

(3) ポンプのインバータ制御 プールろ過ポンプを回転数制御 

(4) 省エネ型冷却塔 空気抵抗を減らしファンの消費電力を削減 

(5) BEMS※1 施設全体の空調設備を最適制御 

(6) 省エネ型照明 直管型蛍光灯について、照明器具と蛍光管を交換 

(7) 断熱塗料 屋上面に断熱塗料を塗布 

※1 ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-3 総合健康センター・保健センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 687,881 kWh 381,774 - 381,774 

都市ガス 77,814 m3 161,853 13,135 174,988 

合計     ①543,627 13,135 556,762 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 627,618 kWh 348,328 - 348,328 

都市ガス 54,250 m3 112,839 9,157 121,996 

合計     ②461,167 9,157 470,324 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 82,460 92,000 90% 

間接分含む 86,438 － － 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 602,932 kWh 334,627 - 334,627 

都市ガス 61,428 m3 127,770 10,369 138,139 

合計     ③462,397 10,369 472,766 

 

■平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 81,230 92,000 88% 

間接分含む 83,996 － － 
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(2) 月別削減量の分析 

省エネ改修前と平成21年度の月別CO2排出量および削減率を図3-1に示した。また、省

エネ改修前に対する平成 19～21年度の月別削減量を図 3-2に示した。夏季の冷房用エネ

ルギー消費が大きく削減されていることから、冷房時の熱源改修効果が大きかったことが

わかる。 

なお、平成21年度の月別データは資料編資料1（p.112）に掲載した。 

 図3-1 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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図3-2 平成19～21年度の月別CO2排出削減率 
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1-3 学習文化センターの算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で学習文化センターに導入した技術は、表 3-4に示したものであった。そして、

導入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-5である。 

この表からわかるように、平成21年度における削減量は直接効果で約188 [t-CO2]、間

接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えて約 193 [t-CO2]であり、導入前に対する削

減率は40.3％（間接効果を含む）となった。目標達成率は159％である。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率 39.3％（間接効果を含む）、目標達成率 155％であり、達成目標を大きく

上回ることができた。 

 

表3-4 学習文化センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) BEMS※1 施設全体の空調設備を個別に最適制御 

(2) 省エネ型照明 直管型蛍光灯について、照明器具と蛍光管を交換 

(3) ガスヒートポンプ・電気ヒートポンプの最適

制御による高効率空調システムの導 

既存の集中式冷暖房設備を廃止し、高効率のエアコン

（ガス式・電気式）を室ごとに導入 

※1 ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-5 学習文化センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 640,474 kWh 355,463 - 355,463 

都市ガス 55,317 m3 115,059 9,338 124,397 

合計   ①470,522 9,338 479,860 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 423,834 kWh 235,228 - 235,228 

都市ガス 22,799 m3 47,421 3,848 51,269 

合計     ②282,649 3,848 286,497 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 187,873 118,000 159% 

間接分含む 193,363 － － 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 436,494 kWh 242,254 - 242,254 

都市ガス 21,853 m3 45,454 3,689 49,143 

合計     ③287,708 3,689 291,397 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 182,814 118,000 155% 

間接分含む 188,463 － － 
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(2) 月別削減量の分析 

省エネ改修前と平成21年度の月別CO2排出量および削減率を図3-3に示した。また、省

エネ改修前に対する平成 19～21年度の月別削減量を図 3-4に示した。夏季の冷房用エネ

ルギー消費が大きく削減されていることから、冷房時の熱源改修効果が大きかったことが

わかる。 

なお、平成21年度の月別データは資料編資料1（p.113）に掲載した。 

 図3-3 月別の排出量（導入前後）と削減率 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10

20

30

40

50

60

70

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

導入前 導入後 削減率

月

排出量[t-CO2] 削減率

 

図3-4 平成19～21年度の月別CO2排出削減率 
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1-4 清掃センター管理棟の算定 

本事業では、原則として各施設全体の CO2排出削減量を分析しているが、清掃センター

では管理棟部分だけのデータで分析している。施設のエネルギー消費量の大部分は焼却炉

関連で消費しているのに対して、今回の省エネルギー改修は管理棟部分だけだからである。 

ただし、改修前のエネルギー消費量に関して管理棟部分だけのデータは記録されていな

かったので、表 3-6のように機器の定格消費電力と稼働状況（日数・日稼働時間・負荷

率）から推計を行うこととした。一方改修後については、設置した BEMSが記録した値を

用いることとした。 

本事業で清掃センター管理棟に導入した技術は、表 3-7に示したものである。そして、

導入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-8である。 

この表からわかるように、平成 21年度における削減量は約 62 [t-CO2]（ガスは関係し

ないので間接効果はない）であり、導入前に対する削減率は 54.4％となった。目標達成

率は127％であり、目標を達成している。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率 53.1％、目標達成率 125％であり、期待以上の成果を上げることができた。 

なお、改修前の基準値が実データではなく推計値であることなどから、月別削減率の分

析は行わず、月別データの数値のみを資料編資料1（p.114）に掲載した。 

 

表3-6 省エネ改修導入前の改修対象部分のエネルギー消費量推計値 

照
明 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間  年消費電力量 

事務室・ロビー等 4.5 kW 365日 8 h  13,140 kWh 

制御室等 2.0 kW 365日 24 h  17,520 kWh 

エ
ア
コ
ン 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間 負荷率 年消費電力量 

事務室 5.5 kW 365日 8 h 60% 9,623 kWh 

制御室 11.25 kW 365日 24 h 60% 59,049 kWh 

動
力 

 定格電力 年稼働日数 日稼働時間  年消費電力量 

冷房用ポンプ類 24.2 kW 153日 24 h  88,862 kWh 

暖房用ポンプ類 3.7 kW 212日 24 h  18,826 kWh 

年消費電力量合計 207,019 kWh 

※ 右端「年消費電力量」欄の数値は、横方向の乗算で算出している。 

※ 冷暖房用の熱源には焼却炉の余熱を使用している。 

※ エアコンの負荷率は年平均値のみ記したが、推計にあたっては月ごとに想定値を定めたた

め、定格電力×年稼働日数×日稼働時間×負荷率で算出した値と若干異なる値を年間消費

電力量とした。ただし大きな差異はないので計算の詳細は省略した。 
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表3-7 清掃センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) BEMS※1 管理棟の空調設備を個別に最適制御 

(2) 省エネ型照明 直管型蛍光灯について、照明器具と蛍光管を交換 

(3) ポンプのインバータ制御 空調用冷温水循環ポンプを回転数制御 

(4) 密閉式冷却塔 開放水面をなくすことで冷却水循環ポンプの揚程削減 

(5) 遮熱塗料 屋上面に遮熱塗料を塗布 

※1 ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-8 清掃センター管理棟のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成13～15年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 207,019 kWh ①114,896 - 114,896 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 94,462 kWh ②52,426 - 52,426 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 62,469 49,000（34,000） 127% 

※ 電気のみが対象エネルギーなので、ガス消費量や間接排出量（すべてゼロ）に関連する記

入欄（行方向）は省略した。 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成16年度報告書参照） 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 97,073 kWh ③53,876 - 53,876 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 61,020 49,000（34,000） 125% 

※ 電気のみが対象エネルギーなので、ガス消費量や間接排出量（すべてゼロ）に関連する記

入欄（行方向）は省略した。 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成16年度報告書参照） 

※ 都市ガスを使用しないので、間接効果はない。 



第Ⅲ章 環境保全効果分析 

 - 33 -

1-5 浜町保育園の算定 

(1) 年間の削減効果 

本事業により浜町保育園に導入したのは天然ガスコジェネレーション「エコウィル」だ

けであるが、他の施設と表現を統一するため、表3-9に示した。 

CO2排出削減効果の算出方法は、他の施設と同様、施設全体の電気・ガス消費量の設置

以前の 3年間平均に対する増減から CO2排出量を算出している。一方削減目標値は、家庭

用モニター事業のエコウィル１台あたりの削減目標値が、0.437[t-CO2]なので、浜町保育

園においても同様とした。 

以上によって得た結果が表3-10である。この表からわかるように、平成21年度は直接

効果で約 4 [t-CO2]の増加、間接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えても大きな変

化はなく約 4 [t-CO2]の増加であり、導入前に対する増加率は 17.6％（間接効果を含む）

となった。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する増加率は17.0％（間接効果を含む）である。 

増加した原因を次の(2)で分析する。 

 

なお、導入した設備はエコウィルだけであり施設全体の総排出量が増加していることな

どから、排出削減効果の詳しい分析は困難と判断し、月別データについては分析をせず、

数値のみを資料編資料1（p.115）に掲載した。 

 

表3-9 浜町保育園省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) エコウィル 天然ガスコジェネレーションで余熱を有効利用する 
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表3-10 浜町保育園のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成14～16年度の年間消費量平均値）※1 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 19,140 kWh 10,623 - 10,623 

都市ガス 5,289 m3 10,999 893 11,892 

合計   ①21,622 893 22,515 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 24,814 kWh 13,772 - 13,772 

都市ガス 5,653 m3 11,758 954 12,712 

合計     ②25,530 954 26,484 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ -3,908 437 -894% 

間接分含む -3,969 － － 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 24,669 kWh 13,691 - 13,691 

都市ガス 5,621 m3 11,692 949 12,641 

合計    ③25,383 949 26,332 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） -3,761 437 -861% 

間接分含む -3,817 － － 

 

※1 エコウィルの実質的運用が17年4月に入ってからだったことと、天然ガス転換が14年夏

だったことから、導入前のデータは14年10月～17年3月の平均値とした。 
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(2) CO2排出量が増加した原因の分析 

原因としては、平成 19年度から経営が民間に移行し、園児数・保育士数・開園時間と

も増加したこと、エネルギーを消費する備品類も増加したこと、食器洗浄用の温水使用量

の増加、といったことが考えられる。これについては平成 19・20年度報告書でも記載し

たとおりであり、今年度もそれと同様の分析を以下のように行った。 

 

まず、園児数・保育士数・開園時間の増加を表 3-11、エネルギーを消費する機器の増

加を表 3-12、エコウィルの発電量を表 3-13に示し、これらによる CO2排出増加を表 3-14

のように推計した。また、これらのデータをもとに推計した、経営移行後の需要側の増加

量も表3-14に示した。 

実際の増加量は 3,908 kg-CO2であり、さらに削減目標 437 kg-CO2も合わせれば需要側

で4,345 kg-CO2の増加があるはずであり、表3-14に示した増加量 3,676 kg-CO2だけでは

説明として不充分である。しかし、公営時代と比べて園児・保育士・開園時間がいずれも

増加し、また民間移行によるサービスの変化がある（たとえば、エコウィルの発電量が

17年度の約 3倍になっていることから、温水消費量が約 3倍になったと推計される）こ

とから、やむを得ない範囲の増加量であったと考えられる。 

 

表3-11 経営状況の変化による増加要因 

項目 平成18年度の状況 本年度の状況 増加数・率 

園児数 61人 84人 23人（38％）増加 

保育士等職員数 12人 21人 9人（75％）増加 

開園時間 7:30～18:30 7:00～19:00 1時間（9％）増加 
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表3-12 新たに購入したエネルギー消費機器 

 機器名 台数 消費電力 備考 

平成19年度に購入した機器 

 冷蔵庫 1 年間580kWh 松下電器産業(株)製NR-F532T-W 

 熱風消毒保管庫 1 5.0kW 日本調理機(株)製ISC-S10C-E 

 スチームオーブンレンジ 1 最大1.45kW 松下電器産業(株)製NE-V300(W) 

 冷凍庫 1 353W 三洋電機(株)製SRF-G681 

 ホットプレート 1 1.35kW 象印マホービン(株)製EA-D型 

平成21年度に購入した機器 

 バキュームクリーナー 1 1.1kW 山崎産業(株)製CVC-108WP 

 電気釜（２．７ℓ ） 1 1.01kW タイガー魔法瓶(株)製JNO-A270 

 電気釜（３．６ℓ ） 1 1.41kW タイガー魔法瓶(株)製JNO-A360 

 ルームエアコン 1 1.25kW 三洋電機(株)製SAP-ZK25X 

 クリーナー 1 1kW 三洋電機(株)製SC-XW55L(N) 

 

表3-13 エコウィルの発電量推移 

年度 17年度 18年度 19年度 平成20年度 平成21年度 

発電量 400 kWh 530 kWh 651 kWh 1,007 kWh 1,279 kWh 

※ 導入時の想定値より、エコウィルの発電効率を 20％、都市ガスの CO2排出係数を 0.0506 

kg-CO2/MJ、電気の熱量換算値を 1kWh＝3.6MJとすると、17年度に対する発電量の増加に

伴う CO2排出増加効果は、(1,007-400)×3.6÷0.2×0.0506＝552kg-CO2となる。ただし、

電力消費量の増加のうち 607kWh(1,007-400)はこの発電でカバーするので、その分 CO2排

出量を控除することとなる。 
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表3-14 エネルギー消費機器の増加に伴うCO2排出増加効果推計（平成21年度） 

項目 増加電力・CO2 備考 

冷蔵庫増設 580kWh カタログ値 

熱風消毒保管庫 2,500kWh 5.0kW×2時間×250日 

スチームオーブンレンジ 290kWh 1.45kW×2時間×100日 

冷凍庫 212kWh 0.353kW×24時間×100日×25％ 

ホットプレート 270kWh 1.35kW×2時間×100日 

バキュームクリーナー - 他のクリーナーの代替として、増減無しと想定 

電気釜（２．７ℓ ） 126kWh 1.01kW×0.5時間×250日 

電気釜（３．６ℓ ） 176kWh 1.41kW×0.5時間×250日 

ルームエアコン 750kWh 1.25kW×12時間×250日×稼働率20％ 

クリーナー - 他のクリーナーの代替として、増減無しと想定 

照明その他 500kWh 2kW×1時間×250日 

エコウィルによるカバー △879kWh 1,279-400（平成17年度比エコウィル稼働増加分） 

消費電力増分合計 4,525kWh 以上合計 

同上CO2排出増加量 2,511kg-CO2 3,745×0.555kg-CO2/kWh 

エコウィルのCO2排出増加量 1,165kg-CO2 2,511kWh×3.6MJ/kWh÷20％×0.0506kg-CO2/MJ 

CO2排出増加量推計値 3,676kg-CO2  
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1-6 太田市役所本庁舎の算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で太田市役所本庁舎に導入した技術は、表 3-15に示したものであった。そして、

導入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-16である。 

この表からわかるように、平成21年度における削減量は直接効果で約185 [t-CO2]、間

接効果（都市ガスの製造時排出量分）を加えて約 187 [t-CO2]であり、導入前に対する削

減率は10.4％（間接効果を含む）となった。目標達成率は220％である。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率6.7％（間接効果を含む）、目標達成率142％である。 

合併にともなう機構改革の影響で本庁舎の人員が増加し、平成 19年度は目標削減量を

大きく下回ってしまったが、20年度以降は教育委員会を尾島総合支所、農政部を新田総

合支所へ遷したことによる人員減少があり、目標を大幅に超過達成している。 

なお上記人員削減に関連して、人員増となった尾島総合支所・新田総合支所についても、

後述するように目標削減量に対して本年度実績が大きく上回っており、全体として効果を

上げていることが確認できる。 

 

表3-15 太田市役所本庁舎省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) ポンプのインバータ制御 空調用の一次冷温水ポンプ・二次冷温水ポンプ・冷却水ポンプ 

(2) パッケージエアコンのデマンド制御 部分空調エリアのエアコンを制御 

(3) 換気ファンや照明の運転最適化 稼働時間の短縮や照明範囲の変更など 
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表3-16 太田市役所本庁舎のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 2,636,440 kWh 1,463,224 - 1,463,224 

都市ガス 147,292 m3 306,367 24,863 331,230 

合計    ①1,769,591 24,863 1,794,454 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 2,345,491 kWh 1,301,748 - 1,301,748 

都市ガス 136,130 m3 283,149 22,979 306,128 

合計     ②1,584,897 22,979 1,607,876 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 184,694 84,000（58,000） 220% 

間接分含む 186,578 － － 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 2,430,983 kWh 1,349,195 - 1,349,195 

都市ガス 144,813 m3 301,211 24,444 325,655 

合計     ③1,650,406 24,444 1,674,850 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 119,185 84,000（58,000） 142% 

間接分含む 119,604 － － 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 
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(2) 月別削減量の分析 

省エネ改修前と平成21年度の月別CO2排出量および削減率を図3-5に示した。また、省

エネ改修前に対する平成 19～21年度の月別削減量を図 3-6に示した。空調の改修が中心

であったため、夏季・冬季の削減率が高い。平成 19年度の削減率が低い原因は、上記の

とおり機構改革で人員が増加したためとみられる。 

なお、平成21年度の月別データは資料編資料1（p.116）に掲載した。 

 

図3-5 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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図3-6 平成19～21年度の月別CO2排出削減率 
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1-7 休泊行政センターの算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で休泊行政センターに導入した技術は、表 3-17に示したものであった。そして、

導入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-18である。 

この表からわかるように、平成 21年度における削減量は約 28 [t-CO2]（都市ガスを使

用しないため、間接効果はない）であり、導入前に対する削減率は 6.9％となった。目標

達成率は93％である。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率6.7％、目標達成率90％である。 

目標を下回った原因としては、合併後に施設使用料が無料となり、利用者数が増加した

ためと考えられる。 

 

表3-17 休泊行政センター省エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) BEMSの導入※ 室温やCO2濃度により空調を最適制御 

(2) 断熱塗料塗布 中空セラミックパウダーを混入した塗料を屋根に塗布 

◎ その他右記内容を等事業外で実施 節水型シャワーヘッドへの交換、燃料配管への特殊セラミック

装、自動販売機のスケジュール制御 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-18 休泊行政センターのCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 465,848 kWh 258,546 - 258,546 

灯油 58,000 L 144,362 - 144,362 

合計    ①402,908 - 402,908 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 442,515 kWh 245,596 - 245,596 

灯油 52,000 L 129,428        -  129,428 

合計     ②375,024        -  375,024 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 27,884 30,000（21,000） 93% 

 ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

  

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 464,842 kWh 257,987 - 257,987 

灯油 47,333 L 117,813        -  117,813 

合計     ③375,800        -  375,800 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 27,108 30,000（21,000） 90% 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

※ 都市ガスを使用しないので、間接効果はない。 
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(2) 月別削減量の分析 

省エネ改修前と平成 21年度の月別 CO2排出量および削減率を図 3-7に示した。また、

省エネ改修前に対する平成 19～21年度の月別削減量を図 3-8に示した。灯油購入月が年

によって異なるため削減率の上下変動が激しく、また年間削減率も 7％程度であまり顕著

でないため、月次グラフでは削減効果読み取りづらい。 

なお、平成21年度の月別データは資料編資料1（p.117）に掲載した。 

図3-7 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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図3-8 平成19～21年度の月別CO2排出削減率 
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1-8 尾島総合支所の算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で尾島総合支所に導入した技術は、表 3-19に示したものであった。そして、導

入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-20である。 

この表からわかるように、平成 21年度における削減量は 55 [t-CO2]（都市ガスを使用

しないので間接効果はない）であり、導入前に対する削減率は 11.9％、目標達成率は

183％で、目標を大きく上回ることができた。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対して 2.4％削減し、目標達成率は 36％である。平成 19・20年度報告書に書いたとお

り、配管の老朽化により漏水が発生し、両年度は空調用ポンプを 24時間運転したため削

減効果が相殺されていたので 3年間平均の目標達成率が低くなっている。今年度はそれが

改善されたので、今後は目標を上回る削減（今年度と同程度）が継続すると予想される。 

 

表3-19 尾島総合支所エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 空調用ポンプのインバータ制御 空調用二次冷温水ポンプの回転数を負荷に応じて増減 

(2) 空調用送風機の改造とBEMS対応 送風機モーターを小型のものに交換し、BEMSでの制御も行う 

(3) BEMSの導入※ 冷温水温度・室内CO2濃度等により空調を最適制御する 

(4) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式（照度調整機能つき）のものと交換 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-20 尾島総合支所のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 834,732 kWh 463,276 - 463,276 

合計   ①463,276 0 463,276 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 735,686 kWh 408,306 - 408,306 

合計    ②408,306 0 408,306 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 54,971 30,000（20,000） 183% 

  ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 815,068 kWh 452,362 - 452,362 

合計    ③452,362        -  452,362 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－③） 10,914 30,000（20,000） 36% 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

※ 都市ガスを使用しないので、間接効果はない。 
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(2) 月別削減量の分析 

省エネ改修前と平成 21年度の月別 CO2排出量および削減率を図 3-9に示した。また、

省エネ改修前に対する平成19～21年度の月別削減量を図3-10に示した。 

なお、平成21年度の月別データは資料編資料1（p.118）に掲載した。 

 

図3-9 月別の排出量（導入前後）と削減率 
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図3-10 平成19～21年度の月別CO2排出削減率 
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1-9 新田総合支所の算定 

(1) 年間削減量の分析 

本事業で新田総合支所に導入した技術は、表 3-21に示したものであった。そして、導

入前3年間のデータと、平成21年度データを比較したのが表3-22である。 

この表からわかるように、平成21年度における削減量は約129 [t-CO2]（都市ガスを使

用しないので間接効果はない）であり、導入前に対する削減率は 42.0％となった。目標

達成率は176％である。 

また、本事業の総括として、平成 19～21年度平均との比較も同表に掲載した。導入前

に対する削減率 41.0％、目標達成率 172％であり、3年間を通じて大きな削減効果をあげ

ることができた。 

 

表3-21 新田総合支所エネ改修事業で導入した要素技術 

要素技術 概        要 

(1) 高効率のEHP導入 セントラル空調を廃止し、高効率の業務用空調機（電気式ヒートポ

ンプ空調）をブロックごとに設置 

(2) 全熱交換ユニットの導入 換気システムで排出空気の熱を導入外気に伝えて空調負荷低減 

(3) BEMS※の導入 換気量の制御（夏期は抑制・中間期は換気冷房）で空調効率向上 

(4) 照明器具の省エネ型への交換 安定器をインバータ式のもの（調光機能つき）に交換 

※ ビルエネルギーマネジメントシステム 
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表3-22 新田総合支所のCO2排出削減効果 

 

導入タイプ 省エネルギータイプへの変更（建物） 

 

■ 導入前のエネルギー消費量データ（平成15～17年度の消費量平均値） 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 408,190 kWh 226,545 - 226,545 

重油 29,433 L 79,764 - 79,764 

合計    ①306,309 - 306,309 

 

■ 平成21年度のエネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 319,970 kWh 177,583 - 177,583 

重油 0 L 0 - 0 

合計     ②177,583 - 177,583 

 

■ 平成21年度の達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 128,726 73,000（80,000） 176% 

   ※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

 

■ 平成19～21年度の平均エネルギー消費量データ 

 
年間消費量 

CO2排出量 [kg-CO2] 

 直 接 間 接 合 計 

購入電力 325,704 kWh 180,766 - 180,766 

重油         -  L          -         -           -  

合計     ③180,766        -  180,766 

 

■ 平成19～21年度の平均達成削減量の評価 

 削減量 [kg-CO2] 目標値 [kg-CO2] 達成率 

直接分のみ（①－②） 125,543 73,000（80,000） 172% 

※ 目標値中の（）の値は、当初計画値である（平成17年度事業報告書参照） 

※ 都市ガスを使用しないので、間接効果はない。 




